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予算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

130～131 ２
総務費

１
総務管理費

１４
街を美しくする
運動推進費

２-１ 市民協働環境美化推進費
千円

４,８１９

道路・公園・河川・文化財等の「公共の空間」において環境美化活動を行うもので、環境美化に対する市民意識
の高揚を図り、市民と市が協働して地域の環境美化を推進する。

１ 事業概要

（1） 市民協働環境美化推進事業（アダプトプログラム）

市が管理する道路・公園・河川・文化財等の公共空間を「養子」に、その公共空間を維持する活動を行う団

体を「里親」に見立てて養子縁組を結び、市が里親の活動を支援し、環境美化活動の活性化を図る。

支援内容は、ごみ袋その他の清掃用具の支給、ボランティア活動傷害保険の加入、ごみ収集車の配車、管

理区域等を示した表示板（アダプトサイン）の設置。

※ アダプト（ADOPT）とは英語で「○○を養子にする」という意味

【里親団体数の推移】（令和６年度は、令和７年１月末の団体数）

２ 事業内容

年 度 H13

・・・

R元 R2 R3 R4 R5 R6

登 録 11 6 1 46 7 6 6

脱 退 － 4 3 1 12 2 8

団体数 11 162 160 205 200 204 202
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（2） 地域清掃支援事業（ボランティア清掃）
道路・公園・河川・文化財等の公共の空間において清掃や除草等の環境美化活動を行う団体や個人に対
して、ボランティア清掃用ごみ袋の支給、ごみ収集車の配車等の支援を行い、円滑なボランティア清掃活動
を促す。（ の団体との相違点としては、活動回数、人員及び活動を行う場所が固定されないことなど、地域
の環境美化活動について広く支援するもの。）

※ ボランティア清掃支援件数

（3） 環境美化活動の発信・共有（ごみ拾い見える化ページ）
環境美化活動への関心を高めるため、ごみ拾いSNS「ピリカ」と連携したWEBサイト「ごみ拾い見える化ペー
ジみんなできれいながさき」により、長崎市で拾われたごみの数やごみ拾い活動の参加人数、投稿者名など
をリアルタイムで表示する。
環境美化活動の輪の広がりを目指し、SNS「ピリカ」の新規利用、継続を促すキャンペーンを実施するほか、
「ごみ拾い見える化ページ」の周知を図る。

見える化ページ導入（令和4年12月）から令和7年1月末時点までの延べ参加人数は約6千人、拾われたごみ
の数は約36万5千個。

区 分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度

団体（件） 420 426 401 439 403 432

個人（件） 28 34 36 54 65 64

合 計 448 460 437 493 468 496
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事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円
４，８１９

千円
－

千円
－

千円
－

千円
－

千円
４，８１９

４ 財源内訳

(1) 需用費（里親団体用清掃用具等） ３，４６９千円
(2) 役務費（ボランティア活動傷害保険等） ２３６千円
(3) 委託料（ごみ拾い見える化ページ保守委託等） １，１１４千円

３ 事業費内訳

- 5 -



現在、地球温暖化対策の推進に関する法律第38条に基づき地球温暖化防止活動推進センター「サステナプラ
ザながさき」を設置しているが、令和７年度末に現在の指定期間が満了することから、次期指定法人を選定するに
あたり、附属機関として指定の相手方の選定に係る審査会を設置する。

予算説明書
事 業 名 予算額ページ 款 項 目 番号

200～201 ４
衛生費

１
保健衛生費

９
環境対策費 １－１ 指定相手方選定審査会費

地球温暖化防止活動推進センター

千円
１７３

１ 事業概要

（１）附属機関名 長崎市地球温暖化防止活動推進センター指定法人選定審査会

（２）設置目的 長崎市地球温暖化防止活動推進センター指定法人の選定

（３）審査内容 指定の相手方の選定に関する審査

（４）設置時期 令和７年６月（予定）

（５）開催回数 ３回（予定）

（６）委員構成 委員７人 （学識経験、産業関係団体、市民活動団体、施設利用者）

（７）委員の任期 委嘱の日から市長が対象を決定する日まで

（８）経費 委員報酬169千円、事務費4千円

2 事業内容
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令和７年度 ４月～６月 ７月～９月 10月～12月 １月～３月

選定審査会委員の選定

選定審査会の設置

選定審査会の開催①②
・概要説明
・公募方法、選定基準の
意見聴取・決定

法人の公募

選定審査会の開催③
・プレゼン、ヒア、審査等

法人の指定

３ スケジュール

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円
１７３

千円
－

千円
－

千円
－

千円
―

千円
１７３

４ 財源内訳
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Web口座振替受付サービスで解決

【指定の概要】

名称 サステナプラザながさき（長崎市地球温暖化防止活動推進センター）
指定対象 一般社団法人若しくは一般財団法人又は特定非営利活動法人
募集方法 公募
指定方法 選定審査会において選定し、市が決定
指定時期 令和８年１月（予定）
指定期間 ３年間（令和８年４月１日から令和11年３月31日まで）

ただし、評価実績により、２年間に限り再度の指定を受けることができる。

【現「サステナプラザながさき」の概要】
指定法人 特定非営利活動法人 環境カウンセリング協会長崎
指定期間 令和３年４月１日～令和８年３月31日（令和６～７年度の２年間再指定）
場所 長崎市桜町1-12 旧長崎市職員会館1階
開所日 週６日 （火～土曜日 10：00～18：00 日曜日 9：00～14：00） ※月曜日、祝日休み
主な業務内容 ・環境に関する相談窓口、普及啓発（R５実績 1,416人）

・地球温暖化防止活動推進員の活動支援（R5出前講座実績 20回 477人）
・サステなひろば等イベントの実施
（R５実績 サステなひろば 32回 331人、イベント等 30回 874人）

・フードドライブ受付
・ながさきエコライフ・フェスタに係る実行委員会運営
・その他脱炭素に係る市民環境活動支援

５ 参考
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令和３年３月に「ゼロカーボンシティ長崎」を宣言し、2050年二酸化炭素排出実質ゼロの実現を目指すこととして
いるが、2050（令和32）年のカーボンニュートラルという大きな目標を達成するためには、全ての主体が協力し、一
丸となって取組みを実行していくことが必要不可欠であるため、市民・団体・事業者が自分事として環境行動に取
組むための事業を展開し、「ゼロカーボンシティ長崎」の実現に向けた市民運動の推進を図る。

１ 事業概要

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

200～201 ４
衛生費

１
保健衛生費

９
環境対策費 ３－１ 地球温暖化対策市民運動推進費 ２６，８６４ 千円

(１) 市民環境活動拠点活性化事業 10,542千円

環境行動の推進役である「サステナプラザながさき」を運営し、市民の環境行動を促すための各種事業を展

開する。

 環境に関する相談窓口、普及啓発 （R５実績 1,416人）
 地球温暖化防止活動推進員の活動支援 （R５出前講座実績 20回 477人）
 サステなひろば等イベントの実施 （R５実績 サステなひろば 32回 331人、イベント等 30回 874人）
 フードドライブ受付
 ながさきエコライフ・フェスタに係る実行委員会運営
 その他脱炭素に係る市民環境活動支援

【事業費内訳】
人件費 6,515千円、物件費（光熱水費、OA機器借上料等） 3,054千円、その他（講師謝礼金等）973千円

２ 事業内容
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(２) 「ながさきエコライフ・フェスタ」の開催 14,322千円

環境に関する様々な分野の団体との協働により、誰もが気軽に参加できるイベントを開催し、無関心層を含

め多くの市民が環境行動を実践するためのきっかけづくりを図る。

・令和７年11月頃実施予定
・令和６年度実績 （11月23、24日開催 出展団体 51団体、来場者数 約20,800人）

【事業費内訳】
会場設営・企画・広報業務 11,437千円、広報ながさき折込み 1,577千円、消耗品・景品等 480千円、
会場警備 321千円、会場借上 315千円、会計年度任用職員報酬等 192千円

令和６年度「ながさきエコライフ・フェスタ」の様子
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(３) ゼロカーボンシティ長崎ポータルサイト運営費 2,000千円

ゼロカーボンシティ長崎ポータルサイトにおいて、PR動画の掲載や市民・事業者が実施している環境行動
の紹介及び長崎市の取組みを発信し、市民・事業者の「ゼロカーボンシティ長崎」の実現に向けた意識醸成
を図る。
また、市民参加型アプリ「actcoin（アクトコイン）※」を通じて、自分の環境行動の見える化を図ることで、行動
変容を促す。
※ 「actcoin（アクトコイン）」とは、自分の環境行動の実践をポイントで可視化するサービス。長崎市は、イン
センティブとしてコインを一定数集めたユーザーを対象に、抽選で賞品が当たるキャンペーンを実施。

【事業費内訳】
ホームページ運営・保守委託料 2,000千円

ゼロカーボンシティ長崎ポータルサイト（左からPR動画、環境行動紹介、actcoin）

※ ながさきエコライフ基金繰入金（12,542千円）、ながさきエコライフ・フェスタ出展料（200千円）、

ポータルサイト広告掲載料（120千円）、保険料個人負担金（２千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他※ 一般財源

千円
２６,８６４

千円
－

千円
－

千円
－

千円
１２,８６４

千円
１４,０００

３ 財源内訳
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2035年の電動車の新車販売100％という国の方針のもと、2050年の「ゼロカーボンシティ長崎」の実現を図るた
め、電気自動車等への転換が必要となる中、長崎市においては、電気自動車等への導入に係る補助を実施し転
換を促進しているが、更なる普及に向けては、充電インフラの充実が求められている。

長崎市においては、これまで市内３か所に急速充電設備を設置してきたことから、いわゆる空白地域については
概ね解消されているが、今後は市民や市外客が安心して観光地等を回遊できるためのインフラ整備、また公共施
設の目的地サービスとしての設置が必要になると考えられることから、急速充電設備等の普及推進を図る。

なお、設置にあたっては、公共施設等の土地の一部を貸与し、民間事業者に設置・運営を行わせることで、長崎
市の負担軽減を図る。

１ 事業概要

予 算 説 明書
事 業 名 予算額ページ 款 項 目 番号

200～201 ４
衛生費

１
保健衛生費

９
環境対策費 ３－４ 急速充電設備等普及推進費

千円
５，７０７

（１）新規設置(２台)

ア 設置場所 公共施設等のうち最適地を検討中

イ 設置運営 民間事業者を公募

ウ 設置期間 ８年間（終了後の継続設置については再度協議）

エ 事業内容 急速充電設備の設置及び運営

オ 費用 設置サービス料を市が負担

ただし、設備の設置・運営に関する費用は事業者負担

（２）既存急速充電設備の維持管理(東公園、長崎のもざき恐竜パーク、道の駅夕陽が丘そとめ)

２ 事業内容
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※

（１）新規設置（2台分）に要する経費 3,814千円

ア 充電スポットサイン、車止め設置費用 1,018千円

イ 電力供給電線の新規設置費用 2,000千円

ウ 設置サービス料 396千円 (4ヶ月分)

エ 電気代金立替費用 400千円 (ただし、同額分を設置者に請求）

（２）既存急速充電設備の維持管理 1,893千円

ア 運営委託料 533千円

イ 電気代 1,360千円

３ 事業費内訳

４ スケジュール(予定)

４ ～ ６月 ７ ～ ９月 10 ～ 12月 １ ～ ３月

事業者選定

設計・調整

設置工事

運営
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事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円
５，７０７

千円
－

千円
－

千円
－

千円
８８４

千円
４，８２３

５ 財源内訳

※ 急速充電設備運用収入(既存分) 484千円、急速充電設備電気代(立替分) 400千円

※
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６ 参考（充電設備設置箇所）

●・・・急速充電設備 20口
3口

▲・・・普通充電設備 38口
☆・ 設置 4口

●・・・市外の急速充電設備
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２ 債務負担行為限度額の内訳

電気自動車の普及推進を図るため、市の公共施設等の土地を貸与し、民間事業者に急速充電設備の設置・運
営を行わせる予定としているが、サービスの提供を受ける契約期間が令和15年度までの８年間となることから債
務負担行為を設定する。

１ 債務負担行為の概要

債 務 負 担行為
期 間

限度額
（設定額）ページ 事 項

340～341 急速充電設備
サービス料負担

令和８年度から
令和１５年度まで

千円
９，５０４

限度額の年度内訳

R８年度 R９年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度 合計

1,188 1,188 1,188 1,188 1,188 1,188 1,188 1,188 9,504

（単位：千円）

- 16 -



３ 財源内訳

限 度 額
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円
９，５０４

千円
－

千円
－

千円
－

千円
－

千円
９，５０４
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予算 説 明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

200～201 ４
衛生費

１
保健衛生費

９
環境対策費 ３－３ 脱炭素先行地域づくり事業費

千円
２８，４００

新市役所創造アクションプラン該当事業
Ｂ１ 市民サービスの最適化

脱炭素化が世界の潮流となる中、長崎市においても令和３年３月に「ゼロカーボンシティ長崎」を宣言し、 2050 
年「ゼロカーボンシティ長崎」の実現に向け様々な施策を展開している。

その１つとして、国の「脱炭素先行地域づくり事業」に民間企業等６団体と共同提案し、令和5年11月に県内で
初めて選定された。

この事業は、令和6年度からの5年間において、世界的にも珍しい近接した２つの世界文化遺産を有する「東山
手・南山手エリア」及び世界新三大夜景である稲佐山から見下ろす長崎夜景ランドマーク施設群の脱炭素化を
図り、併せて「歴史文化」×「夜景観光」×「脱炭素」を融合させることにより、長崎市版サステナブルツーリズムを
世界に発信し、「選ばれる国際観光都市“長崎”」の実現を目指すこととしている。

現在、 共同提案者で構成する「長崎市脱炭素先行地域づくり協議会」を設立し、 「居留地脱炭素検討分科会」
及び「サステナブルツーリズム分科会」において、居留地における脱炭素化を通じた地域課題の解決を目指す検
討や「脱炭素」×「サステナブルツーリズム」の継続的な仕組みづくりの企画検討を行っている。

令和６年度においては、対象エリアの脱炭素化を図るため、省エネ化及び再エネ設備の設置を行う民間事業
者に対して補助金の受付を開始し、対象となる公共施設においても、省エネ化改修を行うなどの進捗を図った。

令和７年度は、引き続き民間事業者の省エネ化及び再エネ設備設置の支援を継続して行うとともに、令和8年
度以降に予定している個人住宅の省エネ化・再エネ化に係る検討を進めていく。

１ 事業概要
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事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円
２８,４００

千円
－

千円
－

千円
－

千円
－

千円
２８,４００

３ 財源内訳

（１）概要

脱炭素先行地域づくり事業において、ステークホルダーとの調整や脱炭素先行地域づくり協議会・分科会
等の事務支援に係る業務委託を行う。

（２）事業費 28,400千円

（３）委託内容

ア 長崎市脱炭素先行地域づくり協議会・分科会の資料作成、運営支援

イ 各種企画立案、調査・情報収集業務支援

ウ 補助金の各種手続きに関する支援

など

２ 事業内容
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予算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

202～203 ４
衛生費

１
保健衛生費

９
環境対策費

５－１
【補助】脱炭素先行地域づくり
事業費補助金
東山手・南山手地区等

千円
１５５，１００

新市役所創造アクションプラン該当事業
Ｂ１ 市民サービスの最適化

脱炭素化が世界の潮流となる中、長崎市においても令和3年3月に「ゼロカーボンシティ長崎」を宣言し、 2050 年
「ゼロカーボンシティ長崎」の実現に向け様々な施策を展開している。

その1つとして、国の「脱炭素先行地域づくり事業」に民間企業等6団体と共同提案し、令和5年11月に県内で初
めて選定された。

この事業は、令和6年度からの5年間において、世界的にも珍しい近接した2つの世界文化遺産を有する「東山
手・南山手エリア」及び世界新三大夜景である稲佐山から見下ろす長崎夜景ランドマーク施設群の脱炭素化を図
り、併せて「歴史文化」×「夜景観光」×「脱炭素」を融合させることにより、長崎市版サステナブルツーリズムを世
界に発信し、「選ばれる国際観光都市“長崎”」の実現を目指すこととしている。

現在、 共同提案者で構成する「長崎市脱炭素先行地域づくり協議会」を設立し、 「居留地脱炭素検討分科会」
及び「サステナブルツーリズム分科会」において、居留地における脱炭素化を通じた地域課題の解決を目指す検
討や「脱炭素」×「サステナブルツーリズム」の継続的な仕組みづくりの企画検討を行っている。

令和6年度においては、対象エリアの脱炭素化を図るため、省エネ化及び再エネ設備の設置を行う民間事業者
に対して補助金の受付を開始し、対象となる公共施設においても、省エネ化改修を行うなどの進捗を図った。

令和7年度は、引き続き民間事業者の省エネ化及び再エネ設備設置の支援を継続して行うとともに、令和8年度
以降に予定している個人住宅の省エネ化・再エネ化に係る検討を進めていく。

１ 事業概要
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２ 事業内容

脱炭素先行地域づくり事業費補助金 155,100千円

（１）対象者及び対象事業 （単位：千円）

対象者 対象事業 想定件数 対象事業費 補助額

対象民間施設の所有者
照明機器改修 7 63,000 42,000

空調設備改修 2 60,000 40,000

㈱ながさきサステナエナジー 太陽光発電設備設置（工事）※ 2 109,650 73,100

計 232,650 155,100

（２）補助率 対象事業費の2/3
対象事業費（全体）

申請者負担

2/3 1/3

国庫補助金

※設置場所 旧野母崎工場跡地、旧琴の浦荘跡地
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（３）主な要件

イ 空調機器改修は、現状の製品に比べ省エネ効果が高いこと

※１ 調光制御機能とは、①スケジュール制御、②明るさセンサーによる制御、③人感センサーによる制御
のこと

※２ FITは固定価格買取制度のこと。FIPはFeed in Premiumの略で、市場などで売電したとき、その売電
価格に対して一定のプレミアム（補助額）を上乗せする制度のこと

ア 照明機器改修は、調光制御機能を有するLEDに限る ※１

ウ 太陽光発電設備は、FIT・FIP制度の認定を受けていないこと ※２

３ スケジュール

令和7年度

4 6月 7 9月 10 12月 1 3月

申請受付

事業実施

確定・交付

エ 事業費に対するCO2削減効果 25万円/t-CO2を目安とする
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４ 財源内訳

※ 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 (補助率 対象事業費の2/3)

※ 対象事業費の1/3は申請者負担

（単位：千円）

対象事業費
①

予算計上額
②

財 源 内 訳

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円
２３２，６５０

千円
１５５，１００

千円
１５５，１００

千円
－

千円
－

千円
－

千円
－
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５ 全体予定スケジュール

No 項目 R6 R7 R8 R9 R10

民
間
施
設

1 住宅の省エネ

2 住宅への太陽光設置

3 民間施設の省エネ

4 太陽光発電設備構築

5 EVバス導入

6
住宅・民間施設でのデマンドレス
ポンス※1

7 住宅・民間施設の再エネ切替

公
共
施
設

8 公共施設の省エネ

9 照明灯LED化（県所有）

10 公共EV導入

11 公共施設の再エネ切替

12 環境教育

13 行動変容

※１ 電力の需要側（民間施設・住宅等）が節電するなどをして、供給量との電力バランスをとる取組み

エネルギーマネジメントシステム構築

EVバス導入

修学旅行プログラム・環境教育企画

EV導入

再エネ切替

改修 改修 改修

設置 設置 設置

工事

設計 設計

工事 工事

再エネ切替

改修 改修 改修 改修 改修

EV導入

MaaSアプリ導入※２企画

改修 改修 改修 改修 改修

改修改修 改修 改修

※２ MaaSとはMobility as a Serviceの略で、複数の公共交通等のサービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済などを一括で行うサービス
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６ 参考資料 （脱炭素先行地域の概要）

6月17日 6月28日

9月27日11月7日

長崎市選定

9（提案数46）
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６ 参考資料 （長崎市の提案概要）

総事業費 3,571,750千円（補助金 2,331,150千円）
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カーボン・ニュートラルが世界の潮流となる中、長崎市においても令和３年３月に「ゼロカーボンシティ長崎」を宣

言し、2050 年「ゼロカーボンシティ長崎」の実現に向け様々な施策を展開している。

「ゼロカーボンシティ長崎」の実現に向けては、地球温暖化対策実行計画において、2030年までの温室効果ガス

削減の中期目標の達成のため削減戦略を掲げ、戦略をリードする野心的な数値目標を設定している。

この目標達成のためには、市民、事業者等と一体となった取組みが必要となることから、特にCO2削減効果の高

い太陽光発電設備等及び電気自動車等の導入について市民・中小企業者の支援を行う。

１ 事業概要

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

202～203 ４
衛生費

１
保健衛生費

９
環境対策費 ６-１

【補助】ゼロカーボンシティ推進
事業費補助金
再生可能エネルギー設備等

千円
４７，８２３

戦略をリードする野心的数値目標 実績2022（R4）年度 2030年度目標 目標達成度

市域のエネルギー消費量のうち、再生可能エ
ネルギーの割合を20％にする

9.6％ 20.0％ 48.0％

市内自動車保有台数に占めるＥＶ・ＰＨＥＶの
割合を2030年までに20～25％にする

0.52％ 25.0％ 2.1％
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（１）補助金 46,500千円

ア 太陽光発電設備等導入補助金 32,500千円

（ア）補助対象者 市民及び中小企業者

（イ）補助対象設備等

（ウ）主な補助要件

・戸建住宅又は中小企業者の本店等の敷地内で使用されるものであること。

・発電した電力の全量を売電しないこと。

・ FIT、FIP制度の認定を取得しないこと。

・新品であること。

補助対象設備 補助額 想定件数 予算額（千円）

太陽光発電設備 ５万円/kW（上限２５万円） ８０ ２０，０００

蓄電池 ５万円/kWh（上限２５万円） ５０ １２，５００

２ 事業内容
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イ 電気自動車等購入補助金 14,000千円

（ア）補助対象者 市民及び中小企業者

（イ）補助対象設備等

（ウ）主な補助要件

・新車であること。

（２）人件費（会計年度任用職員） 1,323千円

補助対象設備 補助額 想定件数 予算額（千円）

電気自動車（軽） １０万円/台 ５０ ５，０００

電気自動車（普通） ２０万円/台 ３０ ６，０００

ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車 １０万円/台 ２０ ２，０００

電動ミニカー ５万円/台 ５ ２５０

電動バイク ３万円/台 ５ １５０

V2H充電設備 １０万円/台 ６ ６００
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※太陽光発電設備等導入補助金は、県の重点対策加速化事業費補助金を活用する関係から、申請受付期間

が11月末までとしている。

※１ 重点対策加速化事業費補助金 22,500千円

※２ ながさきエコライフ基金 24,000千円、保険料個人負担金 ６千円

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金※１ 地方債 その他※２ 一般財源

千円
４７，８２３

千円
－

千円
２２，５００

千円
－

千円
２４，００６

千円
１，３１７

３ スケジュール

４ 財源内訳

R７.３月 ４月～11月 12月～１月 ２月～３月

申請受付準備

申請受付

審査、交付決定、
補助金支払

（太陽光発電設備等）※

（太陽光発電設備等）※

（電気自動車等）

（電気自動車等）
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予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

200～201 ４
衛生費

１
保健衛生費

９
環境対策費 ２-６ 水質汚濁防止対策費

千円
５５,２９５

（１）公共用水域及び地下水の水質調査

水質汚濁防止法に基づき、毎年度、都道府県知事が策定する「公共用水域及び地下水の水質測定計画」に
従い、常時監視を行っている。

・生活環境項目・・・ 財産や動植物とその生息環境など、人の生活に密接な関係のある公共用水域（河川、
海域）の利用を保全するために必要な項目

・健 康 項 目・・・ 人の健康に影響を及ぼす毒性や水環境中の存在状況等の観点から、水環境の汚染を
通じて人の健康に影響を及ぼすおそれがある項目

区分 地点 主な測定項目

河川水質調査 13河川18地点

生活環境項目（ｐHほか７項目）

健康項目（カドミウムほか26項目）

要監視項目（PFOS及びPFOA） 等

月１回等

海域水質調査 4海域21地点
生活環境項目（ｐHほか８項目）

健康項目（カドミウムほか24項目） 等
年４回等

地下水水質調査 31地点
地下水の水質汚濁に係る環境基準（トリクロロエチレン

ほか24項目）
年１回

２ 事業内容

市民の健康を保護するとともに生活環境を保全するため、水質汚濁防止法等に基づき市内の公共用水域（河
川・海域）、地下水及び工場排水等の水質の監視及び指導を行う。

１ 事業概要
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（２）その他調査

区分 地点数 主な測定項目

底質調査
（堆積した泥など）

13河川13地点、
1海域5地点

総水銀、ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ） 年 １ 回

特定事業場排水
立入調査

39事業場
生活環境項目（ｐHほか14項目）
健康項目（カドミウムほか25項目）

年 １ 回

海水浴場水質調査
４海水浴場５地点
（遊泳前・遊泳中）

ふん便性大腸菌群数ほか4項目 年 ２ 回

ダイオキシン類調査

（水質・底質）
河川４地点、海域４地点
（地下水） ３地点
（土壌） ６地点

ダイオキシン類 年 １ 回

（１） 委託料（河川、海域及び地下水等の各種調査委託等） ５５,０３８ 千円

（２） その他（消耗品費、旅費） ２５７ 千円

３ 事業費内訳
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※ 長崎県市町権限移譲等交付金

４ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金※ 地方債 その他 一般財源

千円
５５,２９５

千円
－

千円
６

千円
－

千円
－

千円
５５,２８９
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河川名 地点名 地点番号

手崎川 上木場橋上 1

戸根川 戸根橋 2

村松川 平野橋合流点 3

西海川 大川橋上堰 4

神浦川
河川公園上流堰 5

神浦ダム 6

三重川 橋本橋上 7

多以良川 多以良川取水堰 8

浦上川

川平取水堰 9

浦上貯水池 10

大橋堰 11

中島川

本河内低部貯水池 12

西山高部貯水池 13

東新橋 14

八郎川 八郎橋 15

戸石川 浄水場跡横 16

若菜川 合流点下 17

鹿尾川 取水口跡 18

海域名 地点名 地点番号

西彼海域

神浦港 19
三重沖 20

畝刈沖 21
式見沖 22
小江沖 23
福田沖 24

長崎湾

突堤間 25
内港口 26

臨海工業沖 27

港口 28

木鉢沖 29

西彼海域

香焼西港 30
大籠沖 31
蚊焼漁港 32

野母漁港 33

橘湾
脇岬港 34
為石漁港 35
茂木港 36

網場湾
湾中央 37

八郎川地先 38
戸石沖 39

５ 参考（水質調査地点）
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※ BOD（生物化学的酸素要求量）

水中の汚濁物質（有機物）が微生物によって分解されるときに必要とされる酸素の量のこと。河川の汚濁を測る代表的な指標
とされており、数値が高いほど、汚濁が進んでいることを示している。

５ 参考（水質経年変化）
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予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

202～203 ４
衛生費

１
保健衛生費

９
環境対策費 ７-１ 【補助】環境対策施設整備事業

費補助金 浄化槽設備

千円
７,９３２

下水道の整備が見込まれない地域における公共用水域の水質汚濁防止及び公衆衛生の向上に寄与するため、
合併処理浄化槽を設置する市民に対し浄化槽本体工事に係る費用の一部を補助するとともに、単独処理浄化槽
から合併処理浄化槽への転換を図るため、単独処理浄化槽の撤去費用等の一部についても補助を行う。

１ 事業概要

202～203 ４
衛生費

１
保健衛生費

９
環境対策費 ９-１ 【単独】環境対策施設整備事業

費補助金 浄化槽設備

千円
１４,３３６

(１) 補助イメージ（７人槽モデル工事：1,115千円）

ア 下水道事業計画区域外（国庫補助対象）

イ 下水道事業計画区域内（国庫補助対象外）

２ 事業内容

個人負担 国庫補助対象（414千円） 長崎市単独補助

60千円
長崎市
１／３

長崎県
１／３

国
１／３

641千円

個人負担 長崎市単独補助

474千円 641千円
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(２) 補助限度額

ア 合併処理浄化槽設置工事

イ 単独処理浄化槽を撤去し、合併処理浄化槽へ転換する場合の加算 420千円

(下水道事業計画区域内の場合 200千円）

（単位：千円）

区域 人 槽 【国庫補助対象】 【長崎市単独】 補助合計

下水道事業計画区域外
（国庫補助対象）

５人槽 332 414 746

７人槽 414 641 1,055

10～50人槽 548 995 1,543

下水道事業計画区域内
（国庫補助対象外）

５人槽 － 414 414

７人槽 － 641 641

10～50人槽 － 995 995
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３ 事業費内訳

（単位：千円）

予 算 の 内 訳 事業別の内訳

区域 人 槽 基数 内 訳 【補 助】 【単 独】

下水道事業計画区域外
（国庫補助対象）

５人槽 11基 8,206 3,652 4,554

７人槽 ８基 8,440 3,312 5,128

10～50人槽 １基 1,543 548 995

単独から合併へ
の転換（加算）

(１基) 420 420 －

計 <１> 20基 18,609 7,932 10,677

下水道事業計画区域内
（国庫補助対象外）

５人槽 ２基 828 828

７人槽 １基 641 641

10～50人槽 ２基 1,990 1,990

単独から合併へ
の転換（加算）

(１基) 200 200

計 <２> ５基 3,659 3,659

計 <１>＋<２> 25基 22,268 7,932 14,336

【補助】
対象外
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※１ 循環型社会形成推進交付金 事業費×１/３

※２ 長崎県浄化槽設置整備事業補助金 事業費×１/３×０.９

４ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※１ 県支出金※２ 地方債 その他 一般財源

千円
【補助】 ７,９３２

千円
２,６４４

千円
２,３７９

千円
－

千円
－

千円
２,９０９

千円
【単独】１４,３３６

千円
－

千円
－

千円
－

千円
－

千円
１４,３３６
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（１）補助金利用の設置実績の推移（過去10年間）

（２）浄化槽の設置状況（令和６年３月末現在）

（単位：基）

（単位：基）

５ 参考

年度
浄化槽設置基数

国庫補助利用 市単独補助利用

H26 42 44

H27 39 40

H28 42 42

H29 32 32

H30 42 42

R１ 34 35

R２ 22 28

R３ 23 25

R４ 20 21

R５ 16 25

計 312 334

区 域 合併処理浄化槽 単独処理浄化槽 計

下水道事業計画区域外 2,555 73 2,628

下水道事業計画区域内 208 384 592

計 2,763 457 3,220
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地域の特性を踏まえたゼロカーボンの実現と地域内資源循環を図るため、資源循環型社会の実現に向けた新
たな仕組みづくりを行う。

１ 事業概要

予 算 説 明書
事 業 名 予算額ページ 款 項 目 番号

206～207 4
衛生費

２
清掃費

1
清掃総務費 ３-５ 資源循環推進費

千円
８，４８２

プラスチック一括回収・再商品化（令和８年度開始予定）の準備

ア 市民周知

イ プラスチック資源一括回収・再商品化モデル事業

資源循環のための新たな仕組みづくりの調査研究

ア 市民向けワークショップ（施設見学会含む）開催

イ 先進都市視察

２ 事業内容

新市役所創造アクションプラン該当事業
Ｂ１ 市民サービスの最適化
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プラスチック資源再商品化計画（案）について

① 背景

・ 地球温暖化対策実行計画における廃棄物分野の野心的数値目標として、「燃やしているプラスチック類を

2030年までにゼロにする」としている。（CO2削減目標値：23,990ｔ/年）

・ 令和4年4月施行のプラスチック資源循環法により、市町村が行っていた中間処理の省略などのメリットがあ

り、市町村レベルで実施可能な再商品化の制度が整備され、その結果、市内事業者の再商品化事業への参

入の意欲が高まっている。

・ 市の選別施設（２か所）は、老朽化しており、プラスチック製品の収集を開始するためには、施設の大規模改

修が必要となる。

② 経緯

・ 令和４年４月 プラスチック資源循環法施行

・ 令和５年６月 方針決定（プラスチック資源の再商品化事業にかかる方針）

・ 令和５年７～８月 公募（長崎市内でのプラスチック資源再商品化に関する提案）

・ 令和６年２月 再商品化計画に関するパートナー事業者の選定及び覚書締結

・ 令和６年６月 環境経済委員会所管事項調査（概要説明）

・ 令和６年８月 清掃審議会（報告）

参考
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③ 再商品化事業者及び施設

（1）事業者： N LOOP 株式会社

（2）施 設： 神ノ島リサイクル工場（仮称）

（民設民営）

長崎市神ノ島町3丁目189番49

④ 収集及び運搬方法
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⑤ 選別・再商品化工程

ケミカル
リサイクル

⇒プラスチックご
みをコークス炉と
いう１,２００度
の高温を使う製鉄
施設を利用して、
燃やさず、熱分解

する方法

売却
（福岡県）

再商品化事業者
へ引き渡し
（北九州）

再商品化
フレーク化
（破砕処理）

ベール化
（圧縮・梱包）

選別

残渣物
（一般廃棄物として

残渣物
（産業廃棄物と
して処理）

プラスチック製
容器包装

プラスチック
製品

神ノ島リサイクル工場

処理能力 選別 90.7ｔ/日
破砕 24.0ｔ/日

プラスチック製
容器包装

収集見込量

５,０００ｔ/年

プラスチック
製品

収集見込量

２,０００ｔ/年

※将来的に神ノ島工場で
のリサイクル実施を検討
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⑥ 今後のスケジュール

プラスチック一括回収・再商品化（令和８年度開始予定）の準備 7,853千円

ア 需用費（周知用チラシ、ごみ袋購入、掲示用看板） 6,946千円

イ 委託料（プラスチック資源再商品化（モデル事業実施分）） 907千円

資源循環のための新たな仕組みづくりの調査研究 629千円

ア 旅費（先進地視察） 166千円

イ 需用費（ワークショップ用消耗品） 50千円

ウ 使用料及び賃借料（ワークショップに伴う施設見学（中型バス5台）） 413千円

【 のうちアクションプラン該当分】 5,000千円

ア 需用費（周知用チラシ、ごみ袋購入、掲示用看板の一部） 4,093千円

イ 委託料（プラスチック資源再商品化（モデル事業実施分）） 907千円

３ 事業費内訳

令和６年度 令和７年度 令和８年度

市

事業者

再商品化計画策定

2 5月
建築確認

１２月
大臣
認定申請

モデル事業
（約3,000世帯）

一括回収先行実施

施設建設

一括回収本格実施
（市内全域）
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事 業 費

財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円

８，４８２
千円
－

千円
－

千円
－

千円
－

千円

８，４８２

４ 財源内訳
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１ 事業概要

予 算 説 明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

206～207 ４
衛生費

２
清掃費

１
清掃総務費 ４-２ リサイクルコミュニティ推進費

千円
３５，１１４

リサイクル推進員の委嘱（任期２年）や、小中学校のリサイクル活動の促進を通して、地域の中で分別・減量
について理解・意識し、行動できる人材を育成することで、市民と行政が一体となったごみの分別、減量化及び
リサイクルを推進する。

２ 事業内容

リサイクル推進員の委嘱、謝礼金の交付及び活動支援
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に規定される「廃棄物減量等推進員」として自治会長
の推薦により、２年間の任期で「長崎市リサイクル推進員」の委嘱を行う。（次の委嘱は令和8年7月1日）
推進員配置自治会に対しては、１世帯当たり年額300円の活動謝礼金の交付をする。
また、推進員に対し、研修会・施設見学会の実施、被服等の貸与を行い、その活動を支援する。

【リサイクル推進員数の推移】

年度 配置自治会数／全自治会数 推進員配置割合 推進員数

令和元年度 786 ／ 980 自治会 80.2 % 2,926人

令和2年度 783 ／ 978 自治会 80.1 % 2,802人

令和3年度 787 ／ 975 自治会 80.7 % 2,831人

令和4年度 730 ／ 967 自治会 75.5 % 2,557人

令和5年度 746 ／ 963 自治会 77.5 % 2,649人

令和6年度 701 ／ 960 自治会 73.0 % 2,437人

※令和6年度は令和7年1月31日時点の数値
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小中学校リサイクル活動推進
小中学生に対する環境教育を推進するため、学校において、給食用牛乳パックや家庭から排出される
ペットボトルのキャップを回収しリサイクルする活動を支援する。
令和６年度取組校数 キャップ：65校/120校 給食用牛乳パック：21校/120校

報償費(リサイクル推進活動謝礼金) 32,624千円
需用費(リサイクル推進員被服等)          1,632千円
役務費(郵送料等)                                 254千円
使用料及び賃借料(施設見学会用バス借上料等) 604千円

３ 事業費内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他※１ 一般財源

千円

３５，１１４
千円
－

千円
－

千円
－

千円

３５，１１４
千円
－

４ 財源内訳

※1 長崎県市町村振興協会市町交付金
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予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

206～207 ４
衛生費

２
清掃費

２
ごみ処理費 １－２ ごみ収集費

千円
１３２，１２７

長崎市一般廃棄物処理計画に基づき、委託地区を除く地区において、市内の家庭、事業所からごみステーショ

ン等に排出される一般廃棄物の収集運搬を行う。

１ 事業概要

ごみの収集運搬

市内の直営収集区域（中央環境センター及び東部環境センター）において、主にごみステーション方式に

より、指定された曜日に排出されたごみについて、計画的な収集運搬を行う。

ふれあい訪問収集事業

市の地形の特徴である斜面地や路地奥・エレベーターが設置されていない中高層住宅等に居住し、

身体的及び住環境等の理由等でごみ出しが困難な高齢者、身体障害者手帳の交付を受けている方及び

特定疾患医療受給者証の交付を受けている方を対象として、ごみの戸別収集と安否確認の声かけを行う。

【新規】ふれあい訪問収集事業システム導入

２ 事業内容
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ふれあい訪問収集事業の現状

平成12年度に、「独居老人等ごみ出し援助事業」として開始し、平成20年度から、ごみ収集の際に

声かけ （安否確認）を行うこととし「ふれあい訪問収集事業」に改称。利用登録者は、事業開始以降、

増加している。令和５年度末時点の利用登録者は、2,522人。

３ ふれあい訪問収集事業システム導入について

訪問収集

利用登録者の推移(人)

年度 H12 H15 H20 H25 H30 R1 R5

概要

ふれあい訪問収集事業において、システムを導入し利用者情報を管理することにより、業務の効率化

及び収集リスト等のペーパーレス化を図る。また、収集・安否確認状況をシステムで把握することにより、

利用者等からの問合せに即時に対応するとともに、連携部局間の情報共有を迅速化する。
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（

内容

ア 予算 ふれあい訪問収集事業システム導入委託 12,090千円
（内訳：システム設計、プログラム開発、運用支援、クラウド基盤使用料等）

イ 導入により実現すること

（ア） 訪問収集業務をシステム化し、収集先の振り分け、

収集ルートを作成することにより、業務の最適化を

図り、効率的で持続可能な収集体制を構築する。

課題

ア 収集先のルートは、担当者の経験に基づき作成しているが、作成に時間を要している。
また、経験がある職員の人材確保も困難な状況にある。

イ 収集リストは、紙に出力しており、作業の手間と多量の印刷が必要となっている。
また、報告書の作成にも時間を要しており、事務の簡素化・合理化が図られていない。

ウ 収集作業中の職員と利用者との連絡調整は、事務所が電話で行っているが、確認に時間を
要している。また、電話でのやり取りのため、双方の作業効率の低下につながっている。

エ 当該事業は、複数部局の連携に基づき実施しているため、利用者からの連絡等が各窓口に
寄せられているが、連絡の行き違いが起こる場合もあり、十分な連携がとりづらい環境にある。

システムPC
 業務の効率化

収集先の振り分け

収集ルートの作成

＝持続可能な体制構築
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（イ） 収集・安否確認状況を、業務用モバイル端末に入力し、

システムにて報告書を作成することにより、業務量の

削減とペーパーレス化を実現する。

（ウ） 収集状況をシステムで確認し、利用者からの問合せ

に即時に対応することにより、利用者等サービスを向上

させる。

（エ） 関係部局間で連携し、利用者からの問い合せに正確

に対応するとともに、収集・安否確認状況への対処を迅

速化させ、利用者の生活の質の向上に貢献する。

スケジュール

R７.４月～６月 R７.７月～12月 R８.１月～３月 R８.４月～

業者決定（公募型プ
ロポーザル方式）

システム開発

運用開始 試行・研修

進捗状況の把握

システムPC

収集・安否確認
結果の登録

 問合せに即時対応

＝利用者等サービスの向上

業務用
モバイル端末

システムPC

収集・安否確認
結果の共有

 連携部局間の対応の迅速化

＝利用者の生活の質の向上
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※１ 新しい地方経済・生活環境創生交付金 充当率50％

※２ ごみ処理手数料等

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※１ 県支出金 地方債 その他※２ 一般財源

千円
１３２，１２７

千円
６，１５７

千円
－

千円
－

千円
５４，３８９

千円
７１，５８１

５ 財源内訳

報酬、職員手当、共済費、旅費（会計年度任用職員報酬等）

需用費（収集車両燃料費、事業所用ごみ袋作成等）

役務費（ごみ収集作業用携帯電話料金、事業者用ごみ袋配送料等）

委託料（ふれあい訪問収集事業システム導入等）

使用料及び賃借料（中央・東部環境センター電子複写機賃借料等）

その他（ごみステーション備品加工用材料費等）

【うち「ふれあい訪問収集事業システム導入」】

委託料 12,090千円

４ 事業費内訳

54,589千円

50,411千円

2,491千円

19,730千円

2,641千円

2,265千円
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予算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

206～207 4
衛生費

２
清掃費

２
ごみ処理費 １-５ 特殊ごみ処理費

千円
４７,８９０

精霊流しによる精霊船等の処理作業やお宮日期間中の清掃、収集運搬作業、市民大清掃のごみの選別・処理
作業等を行う。

１ 事業概要

(1) 精霊船等処理 ４０，２９４千円

精霊船流し場の整備並びに流された精霊船及びこも包み等の処理を行う。

（主な業務委託）

・精霊船運搬等業務委託

流し場内に持ち込まれた精霊船を解体し、こも包みとともに東工場内仮置場への搬入を行う。

・精霊船流し場整備業務委託

流し場への精霊船の受入れを円滑に行うため、鋼板の敷設及びフェンス等の設置を行う。

・東工場精霊船等後処理業務委託

東工場の仮置場に搬入された精霊船及びこも包み等を選別し、適正処理を行う。

２ 事業内容
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〈参考〉精霊船及びこも包み実績

(2) お宮日ごみ処理 ３，６５１千円

お宮日の御旅所周辺で市民等から排出されたごみ及び道路上の散乱ごみの収集運搬を行う。

〈参考〉 お宮日ごみ実績

(3) 市民大清掃等ごみ処理 ３，９４５千円

市民大清掃等により仮置場に搬入されたごみを選別し、適正に処理する。

〈参考〉市民大清掃実績

R6年度 R5年度 増減
参加団体数
人数

731団体
52,114人

717団体
52,255人

+14団体
-141人

ごみ量 229.29ﾄﾝ 177.6ﾄﾝ +51.69ﾄﾝ

項 目
数 量 内 訳 等

R6年度 R5年度 増減 種別 R6年度 R5年度 増減

精霊船（隻） 1,685 1,491 194
2ｍ以上 521 460 61

2ｍ未満 1,164 1,031 133

こも包み（個） 22,723 20,615 2,108

項目 数量

種別 燃やせるごみ 資源ごみ等 計

ごみかご設置数
R5：44個
R6：41個

R5：15個
R6：14個

R5：59個
R6：55個

ごみ回収量
R5：3,000 kg
R6：2,060 ㎏

R5：590 kg
R6：420kg

R5：3,590 kg
R6：2,480 kg
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事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円
４７，８９０

千円
－

千円
－

千円
－

千円
－

千円
４７，８９０

４ 財源内訳

(1) 需用費（流し場従事者用耳栓、軍手、計数器、誘導看板等） ２８０千円

(2) 委託料（精霊船等処理、お宮日ごみ処理、市民大清掃等ごみ処理） ４４，５９４千円

(3) 使用料及び賃借料（バルーンタイプ投光器レンタル料等） ２，９５８千円

(4) その他経費（報償費、役務費、負担金） ５８千円

３ 事業費内訳
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【参考】 流し場の変更（学校給食センター建設に伴う一時的移転）

場所 香焼町岩崎鼻埋立地 ⇒ 対岸の香焼町梅ノ木プレジャーボート泊地

時期 令和７年度と８年度の２か年のみ（令和９年度以降は学校給食センター内の多目的広場に設置予定）

※令和６年度の精霊船等の実績 精霊船：10隻 こも包み：150個
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予算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

206～207 ４
衛生費

２
清掃費

２
ごみ処理費 １-６ ごみ収集委託費

千円
１,３４７,８９７

長崎市一般廃棄物処理計画に基づき、市内の家庭、事業所から排出される一般廃棄物の収集運搬に係る業務
を委託し、一般廃棄物の適正処理を行う。

１ 事業概要

（1） 燃やせるごみ等収集運搬
市内の直営収集区域以外の区域におけるごみの収集運搬を委託により行うもの。
ごみは、主にステーション方式により排出され、パッカー車による収集を行う。

(※１)「世帯数」は、令和６年12月末日現在の「住民基本台帳に基づく町別人口・世帯数」数値
(※２) ①高島地区と②外海池島地区の業務には、粗大ごみ収集運搬業務（受付除く）を含む。

２ 事業内容

世帯数

(※1)

①高島地区(※2) ②外海池島地区(※2)

③外海本土地区（神浦江川町ほか19町） ④琴海地区（長浦町ほか7町）

⑤香焼地区（香焼町） ⑥伊王島地区（伊王島町1、2丁目）

⑦三和地区（布巻町ほか7町） ⑧野母崎地区（野母町ほか6町）

⑨三重町ほか18町 ⑩式見町ほか13町

⑪式見町ほか13町 ⑫住吉町ほか26町

⑬銭座町ほか20町 ⑭立山1丁目ほか37町

⑮元船町ほか41町 ⑯新大工町ほか45町

⑰大浦町ほか27町 ⑱茂木町ほか30町

⑲深堀町1丁目ほか26町

205,611

区分 収　集　地　区

委
託

133,645

直営
中央環境センター（神の島、小江町、油木町、西北町など）

71,966
東部環境センター（矢の平、片淵、つつじが丘、潮見町など）

合　　計
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（2） 粗大ごみ等収集運搬
随時の申込を受け付け、排出される粗大ごみの戸別収集運搬を委託により行う。（※1）
また、ふれあい訪問収集（高齢者等のごみ出し困難な方への生活支援）についても、旧合併町地区分に係る
業務を委託によりあわせて実施する。（※2）

※1 令和7年度 粗大ごみ収集見込量 約３８，６００個
※2 令和5年度 ふれあい訪問収集実績 （旧合併町地区） 173人

【令和7年度の主な変更点】
令和７年４月～ 市内全域において収集申込受付の電話番号を統一
同年６月～（予定） インターネット受付を開始

※粗大ごみ処理手数料

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他※ 一般財源

千円
１，３４７，８９７

千円
－

千円
－

千円
－

千円
２７，２８６

千円
１，３２０，６１１

４ 財源内訳

(1) 委託料（ごみ収集運搬、粗大ごみ等収集運搬） １，３１９，６８２千円

(2) 使用料及び賃借料（曳航船及び台船賃貸借） ２８，２１５千円

３ 事業費内訳
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【参考】 収集区域図
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資源循環型社会の実現及び最終処分場の延命化を図るため、容器包装リサイクル法等に基づき分別収集
した資源ごみ、プラスチック製容器包装、古紙等の選別等処理を行い資源化する。
また、ごみの分別及び ４R （リフューズ・リデュース・リユース・リサイクル）を促進し、さらなるごみの減量化を
図るため、粗大ごみからのリユース品引渡し、小型家電や古布の拠点回収等を実施するほか、チラシの配布
や広報紙への掲載等により市民への意識啓発を行う 。

１ 事業概要

予 算 説 明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

208～209 ４
衛生費

２
清掃費

２
ごみ処理費 ４-１ 資源ごみ処理費

千円
５０１，７６４

選別等処理

ア 資源ごみ ： 選別・圧縮梱包・引渡し、ガラスびん等残さ運搬及び再商品化

イ プラスチック製容器包装 ： 選別・圧縮梱包・引渡し

ウ 古紙 ： 選別・圧縮梱包・引渡し

参考 選別等処理業務委託に関する処理量の推移 （単位：ｔ）

２ 事業内容

業務名 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度(見込）

資源ごみ選別業務 ６，８８１ ６，６７７ ６，３６７ ６，４００

プラスチック製容器包装選別業務 ５，１１７ ４，８２３ ４，５３６ ４，４３０

古紙選別業務 ３，７２１ ３，６２８ ３，４３９ ３，４４０

新市役所創造アクションプラン該当事業
Ｂ１ 市民サービスの最適化
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４R（リフューズ・リデュース・リユース・リサイクル）の促進

ア リユース事業 新市役所創造アクションプラン該当事業

粗大ごみの中からまだ使えるものを選別、インターネット掲示板「ジモティー」に出品し、旧西工場に整備した

ストックヤード「リユース倉庫きばち」でリユース品として希望者に引き渡す。

令和7年度からは、平日のほか、月曜日から金曜日までの祝日も実施する。

（令和６年６月から拡大、１月末時点引渡し実績 家具、家電製品等 921件）

イ 小型家電の拠点回収 （30箇所、令和5年度回収実績 4.2ｔ）

ウ 古布の拠点回収 （24箇所、令和6年4月再開、１月末回収実績 25.22ｔ）

エ フードドライブ （令和５年度回収実績 2.4ｔ）

周知・啓発

ごみの分別、減量化及びリサイクルの推進を図るため、周知用の広報ながさき折込チラシ及び長崎市のごみの

分け方等の作成、再生ペットボトルによる水平リサイクルのPR並びに生ごみ堆肥化体験会等を実施する。

リユース品出品画面
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需用費（広報ながさき折込チラシ・ごみ分別チラシ印刷製本費等） ６，８３５千円

委託料（資源ごみ、プラスチック製容器包装古紙、古紙選別処理等） ４９４，７６３千円

その他（郵送料・手数料等） １６６千円

【うちアクションプラン該当分 リユース事業】 ８，９８２千円

需用費（電気代等） １，３８４千円

委託料（リユース品管理業務・設備点検等） ７，５８４千円

下水道使用料 １４千円

※ 物品売払収入など

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他※ 一般財源

千円
５０１，７６４

千円
－

千円
－

千円
－

千円
３４１，２３２

千円
１６０，５３２

４ 財源内訳

３ 事業費内訳
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参考

資源ごみ

東工場

三京クリーン

ランド

資源ごみ、古紙、プラスチック製容器包装のリサイクル 

金属等買受事業者に売却

高島一般廃棄物
一時保管施設

一時保管

一時保管

【売却後のリサイクル】

・スチール缶、建材等

・アルミ缶、アルミ製品等

・ガラスびん

日本容器包装リサイクル協会が
指定する再商品化事業者に引渡し

【再商品化】
・ガラスびん

・ガラス再生砂(埋め戻し材)等

・繊維、飲料用ボトル等

焼却又は埋立

スチール缶

その他スチール

アルミ缶

その他アルミ

ガラスびん

（無色）

ガラスびん

（茶色）

ガラスびん

(その他色)

ペットボトル

ガラスびん

(残さ) 
可燃残さ

不燃残さ

民間
事業者
(委託)

中間処理

民間事業者（委託）
【資源化】

・ガラス再生砂（埋め戻し材）

・飲料用ボトル

ケミカルリサイクル事業者に売却

- 64 -



プラス
チック製
容器包装

古紙

東工場

三京リサイクルプラザ

民間事業者業務委託

焼却又は埋立

古紙買受事業者に売却

高島一般廃棄物
一時保管施設

高島一般廃棄物
一時保管施設

一時保管

【売却後のリサイクル】

・新聞、雑誌等

・段ボール、絵本等

・段ボール、紙筒等

日本容器包装リサイクル協会が
指定する再商品化事業者に引渡し

【再商品化】

・製紙原料等

中間処理
日本容器包装リサイクル協会が指定する

再商品化事業者に引渡し

【再商品化】

・炭化水素油（プラスチック製品の化学原

料）、コークス（鉄を製造する際の還元剤）、

燃料ガス（製鉄所内の発電所等で使用）等

焼却又は埋立

（可燃残さ・不燃残

一時保管

民間
事業者
(委託) 

新 聞

雑誌類

段ボール

紙製容器包装

可燃残さ
不燃残さ

中間処理

【資源化】

・固形燃料（RPF）

民間事業者（委託）
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債 務 負 担 行 為

期 間 限度額
ページ 事 項

340～341 パッカー車購入 令和７年度から
令和８年度まで

千円
２４, ０００

中央環境センター及び東部環境センターでは、市内の家庭等から排出された一般廃棄物の収集及び運搬を効
率的に行うため、機械式ごみ収集車（パッカー車）を使用しており、当該車両の老朽化に伴い、買い替える必要が
あることから、２台を購入する予定としているが、架装部分の製造に１年以上を要することから、債務負担行為を
設定する。

１ 債務負担行為の概要

２ 債務負担行為限度額の内訳

※ 一般廃棄物処理事業債 充当率75％（交付税措置率－％）

３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債※ その他 一般財源

千円
２４，０００

千円
-

千円
-

千円
１８，０００

千円
-

千円
６，０００

（車両イメージ）

令和７年度 令和８年度 合計

千円
-

千円
２４，０００

千円
２４，０００

パッカー車購入 ２４，０００千円（２台）
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継 続 費
期 間 予算額

ページ 事 項

328～329 し尿処理施設等整備事業費負担
し尿等受入施設

令和７年度から
令和９年度まで

千円
１８０，７００

し尿及び浄化槽汚泥（以下「し尿等」という。）の発生量は、下水道普及率の増加や人口減少等により年々減少
しているが、長崎市においては、今後もし尿の汲み取りが必要な住戸や浄化槽で処理を行っていく区域があるた
め、西部下水処理場に「し尿等受入施設」を建設し、令和10年度以降は、処理の効率化を図ることとしている。
本事業は、「し尿等受入施設」の建設を上下水道局により下水道事業として行うこととし、これに要する費用に
ついて相当分を負担する。

１ 事業概要

２ 事業計画

事業期間 令和７～９年度

処理能力 約６０kL/日

建築面積 約５００㎡(２０m×２５m)

建築規模 地下１階地上２階建て

建築高さ 約１２m

建設事業費 3,612,000千円

環境部負担金 180,700千円
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受入槽

スクリーン

希釈混合槽

P

P

P

下水処理場の

処理水
し尿・浄化槽汚泥

脱臭装置

破砕ポンプ

F

貯留槽

汚泥投入

ポンプ
送水ポンプ

下水処理場の

水処理施設へ

し渣貯留

ホッパ

建設予定地

西部下水処理場平面図 し尿等受入施設イメージ図

施設の概要

し尿等受入施設処理フロー図
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３ 事業費内訳

年度 建設事業費 上下水道局 環境部

令和７年度 ２９４，０００ ２７９，３００ １４，７００

令和８年度 １，３６５，０００ １，２９６，７００ ６８，３００

令和９年度 １，９５３，０００ １，８５５，３００ ９７，７００

計 ３，６１２，０００ ３，４３１，３００ １８０，７００

（単位：千円）

緑色：し尿処理施設等整備事業費負担 し尿等受入施設 （R７～R９ 継続費）

青色：し尿等受入施設整備事業費負担金

①＋②：３，４３１，３００千円 ③：１８０，７００千円

【参考】事業費イメージ

上下
水道局
事務費
負担金
＋
利子

建設事業費（３，６１２，０００千円）

①国庫補助金
(1/2)

②下水道事業債
（建設工事費の95%
（国庫補助金を除く))

③
一
般
財
源地方交付税

元金償還金
（R8年度～）

- 69 -



５ 財源内訳

年 度 年割額
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

令和７年度
千円

１４，７００
千円
―

千円
―

千円
―

千円
―

千円
１４，７００

令和８年度 ６８，３００ ― ― ― ― ６８，３００

令和９年度 ９７，７００ ― ― ― ― ９７，７００

合計 １８０，７００ ― ― ― ― １８０，７００

４ 建設工事等スケジュール

　　　　年度
工種

R7 R8 R9 R10

建築

機械電気

稼働
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６ し尿等の発生量推計

47.71 44.56 42.64 39.62 37.18 35.69 35.49 33.94 32.61 31.33 30.10 28.92 27.80 26.69 25.63 24.61 23.64 22.71 21.80 20.91 20.07 

30.39 
29.51 29.16 

26.74 26.92 26.66 25.33 26.41 26.12 25.90 25.52 23.27 23.08 22.85 22.06 21.87 21.29 21.12 20.92 20.73 20.51 

78.10 

74.07 
71.80 

66.36 64.10 62.35 60.82 60.35 58.73 57.23 55.62 52.19 
50.88 49.54 

47.69 46.48 44.93 43.83 42.72 41.64 40.58 

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20

（kL/日）

（年度）し尿 浄化槽汚泥

実績値 推計値

(2024) (2028) (2033) (2038)

※R6は上半期実績

※

し尿等の発生量は、下水道普及率の増加や人口減少等により年々減少している
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施設の集約

処理能力 40kL/日
平成11年度稼働開始
令和７年度末閉鎖予定

処理能力 60kL/日
平成２年度稼働開始
令和９年度末閉鎖予定

長崎半島クリーンセンター

琴海クリーンセンター

７ 今後のし尿等の処理体制について

し尿等受入施設

処理能力 60kL/日
令和10年度稼働予定
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し尿及び浄化槽汚泥（以下「し尿等」という。）の発生量は、下水道普及率の増加や人口減少等により
年々減少しているが、長崎市においては、今後もし尿の汲み取りが必要な住戸や浄化槽で処理を行ってい
く区域があるため、西部下水処理場に「し尿等受入施設」を建設し、令和10年度以降は、処理の効率化を
図ることとしている。
本事業は、「し尿等受入施設」の建設を上下水道局により下水道事業として行うこととし、これに要する費
用について相当分を負担する。

１ 事業概要

令和７年度は建築工事に着手するが、工事費負担金及び事務費負担金等について相当分を負担する。

２ 事業内容

予 算 説 明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

208～209 ４
衛生費

２
清掃費

３
し尿処理費 ４-１ 【単独】し尿処理施設等整備事

業費負担金 し尿等受入施設

千円
１４，７００

208～209 ４
衛生費

２
清掃費

３
し尿処理費 ２-１ し尿等受入施設整備事業費

負担金

千円
１３，３４５

事業期間 令和７～９年度

処理能力 約６０kL/日

建築面積 約５００㎡(２０m×２５m)

建築規模 地下１階地上２階建て

建築高さ 約１２m

建設事業費 3,612,000千円

- 73 -



３ 事業費内訳

事業費 （ア＋イ＋ウ） ２８，０４５千円 小計

ア工事費負担金 １４，７００千円 １４，７００千円

イ 上下水道局事務費負担金 １２，７９０千円
１３，３４５千円

ウ地方債償還金負担金 ５５５千円

（１） 令和７年度当初予算

（１）【単独】し尿処理施設等整備事業費負担金

（２）し尿等受入施設整備事業費負担金

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円

１４，７００

千円

－

千円

－

千円

－

千円

－

千円

１４，７００

４ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円

１３，３４５

千円

－

千円

－

千円

－

千円

－

千円

１３，３４５
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予算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

208～209 ４
衛生費

２
清掃費

３
し尿処理費 １-４ し尿汲取費

千円
１３７，８２６

長崎市生活排水処理基本計画に基づき、一般廃棄物の適正処理のため、市内の家庭、事業所から排出される
し尿及び浄化槽汚泥（以下「し尿等」という。）の収集運搬に係る業務を許可及び委託により事業者に行わせるとと
もに、収集したし尿等を市の処理施設（琴海クリーンセンター、長崎半島クリーンセンターの２か所）において処理
することとしているが、本事業では、そのうち収集運搬等に係る業務を行う。

１ 事業概要

(1) 収集運搬業務 （長崎半島クリーンセンターのし尿等受入終了に伴い、令和7年12月から搬入先を一部変更

予定）

ア し尿等収集運搬業務委託

委託地区のし尿等の収集及び中継タンク又は処理施設への運搬業務を委託するもの。

（ア）旧長崎市地区（木場、神ノ島、三重地区） 【搬入先：中継タンク → 変更なし】

（イ）池島地区 【搬入先：琴海クリーンセンター → 変更なし】

（ウ）伊王島地区・高島地区 【搬入先：長崎半島クリーンセンター → 中継タンク】

イ し尿等運搬業務委託

市内において収集され、中継タンク（し尿３か所、浄化槽汚泥１か所）に貯留されたし尿等を、大型車両に

積み替えて処理施設へ効率的に運搬する業務を委託するもの。

R7.11月まで ： 琴海クリーンセンター及び長崎半島クリーンセンターへ搬入

R7.12月から ： 琴海クリーンセンターへ搬入

(2) その他（中継タンク清掃など）

２ 事業内容
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※ し尿処理手数料等

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他※ 一般財源

千円
１３７，８２６

千円
－

千円
－

千円
－

千円
１３,３９９

千円
１２４,４２７

４ 財源内訳

(1) 需用費（消耗品費等） ５３２千円

(2) 役務費（郵送料、口座振替手数料等） ６９千円

(3) 委託料（し尿収集運搬委託等） １３４，８３９千円

(4) 使用料及び賃貸借（貯留タンク、海上輸送台船使用料等） ２，３８６千円

３ 事業費内訳
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１ し尿の運搬

【変更前】（令和7年11月まで） 【変更後】（令和7年12月から）

５ 参考（し尿等の運搬ルートについて）
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２ 浄化槽汚泥の運搬

【変更前】（令和7年11月まで） 【変更後】（令和7年12月から）
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※旧市内地区A及びBの年間収集量は、両収集地区の収集量の合計を許可地区と委託地区との件数の割合で
按分している。

区分 地区名
令和5年度
収集量（KL）

令和5年度
収集件数（件）

委託地区

旧市内地区A（木場、神ノ島、三重地区） （※） 486 2,624

高島地区 18 32

伊王島地区 25 51

池島地区 5 28

委託地区合計① 534 2,735

許可地区

旧市内地区B（旧市内中心部など） （※） 8,123 43,882

旧市内地区C（東長崎、三川、川平地区） 1,093 5,221

香焼地区 34 44

野母崎地区 343 917

外海（本土）地区 820 2,997

三和地区、香焼地区の一部 988 2,283

琴海地区 1,132 3,752

許可地区合計② 12,533 59,096

合計（①＋②） 13,067 61,831

５ 参考（し尿収集の状況）
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本事業は、昭和63年の稼働開始後、約36年が経過する現東工場の老朽化に伴い、ＤＢＯ方式（※1)による新東工
場整備運営事業において、新東工場の建設を行う。

１ 事業概要

令和７年度は、工場棟、管理棟等の建設を進めるとともに、ごみ処理や発電等を行うプラント設備の据付工事を

行い、試運転に着手する予定である。

２ 事業内容

予 算 説 明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

210～211 ４
衛生費

２
清掃費

４
新東工場
建設事業費

１-１ 【補助】新東工場建設事業費
ごみ焼却施設建設

千円
１２,９５４,６００

施設の種類 ごみ焼却施設（エネルギー回収
型廃棄物処理施設）

建設場所 長崎市戸石町88番地10
を含む都市計画決定区域内

処理能力 ２１０t/日（１０５t/日×２炉）

処理方式 全連続燃焼式ストーカ炉

事業方式 ＤＢＯ方式 (公設民営)

全体事業費 ３３１億７,８６５万８,３８６円

契約概要

ア (建設工事)

・契約相手方
三菱・フジタ・ＭＨＩＴＣ特定建設
工事共同企業体

・契約額 ２３３億８,８６５万８,３８６円

・建設期間
令和４年９月９日（契約議案議決日）
～令和８年６月１５日

イ （運営業務）

・契約相手方
長崎東エコクリエイション㈱
（SPC：特別目的会社）

・契約額 ９７億９,０００万円

・運営期間
令和８年６月１６日
～令和２８年６月１５日（２０年間）

※1 ＤＢＯ（Design（設計）-Build（建設）-Operate（維持管理・
運営））方式
公共が、施設整備に必要な費用の資金調達を自ら行い、
公共が所有権を有したまま、設計・建設から、長期の運営・
維持管理に至る事業で必要となる全ての業務を民間に一括
発注する方式のこと。
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３ 事業費内訳

事業費 （ ア＋イ ） １２,９５４,６００千円

ア 工事請負費 １２,９４５,２８８千円

イ 事務費 （人件費、消耗品費等） ９,３１２千円

（１） 令和７年度当初予算

（２） 年度別建設工事費

年度 建設工事費(円)

財源内訳見込み(円)

概要
国庫支出金 地方債 一般財源

R４ 20,559,000 0 15,400,000 5,159,000 設計、解体工事 、造成工事

R５ 2,516,022,000 75,218,000 1,853,100,000 587,704,000
設計、解体工事 、造成工事、

建築工事、プラント工事

R６ 5,254,116,000 1,029,551,000 3,429,900,000 794,665,000 設計、建築工事、プラント工事

R７ 12,945,288,000 3,782,276,000 7,494,000,000 1,669,012,000 建築工事、プラント工事、試運転

R８ 2,652,673,386 593,553,000 1,657,300,000 401,820,386 試運転

合計 23,388,658,386 5,480,598,000 14,449,700,000 3,458,360,386 -

うち繰越明許額 R６→R７ 1,048,667,000円

※1

※1

※2

※2 新東工場建設場所にある粗大ごみ処理施設の解体工事

※2
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Web口座振替受付サービスで解決

４ スケジュール
令和７年１月末時点

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 4 5 6 7 8

令和7年度 令和8年度
3

法面関係

新東工場
工事期間

令和4年度 令和5年度 令和6年度

設計

土木工事

建築工事

プラント工事

試運転

造成工事

解体工事
地下躯体工事

機器据付工事ほか

負荷運転

進捗率(全体)
計画 34.0%
実績 31.0%

6/15

鉄骨工事

準備工事

仕上工事・設備工事

単体機器調整

電気・計装工事

土木建築工事に係る設計

プラント工事に係る設計

地上躯体工事

外構工事ほか
工事中断期間
(6/12 7/14)

造成・法面工事法面工事
★

法面崩落
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事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※１ 県支出金 地方債※２ その他 一般財源

千円

１２,９５４,６００

千円

３,７８５,３８０
千円

－

千円

７,４９４,０００
千円

－

千円

１,６７５,２２０

５ 財源内訳

※１ 循環型社会形成推進交付金 交付率１/２、１/３

※２ 一般廃棄物処理事業債 充当率 90％（交付税措置率50％）、75％（交付税措置率30％）
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当初契約
令和４年９月議会
【契約議案】

請負代金額 ① ２０，５５９，０００，０００円

工期 議会の議決を得た日から令和８年３月３１日まで

１回目変更
令和６年２月議会
【契約変更議案】

工事費増額 ② ７７９，９００，０００円

変更請負代金額 ③
（③＝①＋②）

２１，３３８，９００，０００円

工期 議会の議決を得た日から令和８年６月１５日まで

変更理由

造成工事において硬い岩盤が存在していることが判明
したため、掘削工法の変更を行う必要が生じたこと等
により工事の設計を変更したことに伴い、契約の金額
及び工期を変更するもの。

２回目変更
令和６年１１月議会
【契約変更議案】

工事費増額 ④ ２，０４９，７５８，３８６円

変更請負代金額 ⑤
（⑤＝③＋④）

２３，３８８，６５８，３８６円

変更理由
労務単価等が著しく上昇したため、契約の金額を変更
するもの。

６ 参考 （契約の経緯）
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６ 参考 （法面工事現場写真）

（１） 法面崩落直後 令和６年６月10日時点 （２） 現状 令和７年１月末時点
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【新東工場イメージパース】

令和７年１月末時点【新東工場工事現場写真】

６ 参考 （工事現場写真及びイメージパース）
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